
様式第３の２ 

特定粉じん発生施設設置（使用、変更）届出書 

年 月 日 
 

静岡県知事 様 
 

 
 

届出者 

〒 
フリガナ  

住 所 
 

フリガナ  

氏 名  
 

氏名又は名称及び住所並びに法
人にあつてはその代表者の氏名 

 

大気汚染防止法第18条の６第１項（第18条の６第３項、第18条の７第１項）の規定により、
特定粉じん発生施設について、次のとおり届け出ます。 

 

フ リ ガ ナ 
 

 

工 場 又 は

事業場の名称 

  
 

※ 整 理 番 号 

 

フ リ ガ ナ 
 

工 場 又 は 

事 業 場 の 所 在 地 

 
 

〒 

 
 

※受理年月日 

 

特定粉 じ ん 発
生施設 の 種 類 

  

※ 施 設 番 号 

 

特定粉 じ ん 発
生施設 の 構 造 別 紙 １ の と お り 。 ※ 審 査 結 果 

 

特 定 粉 じ ん 
発 生 施 設 の 
使 用 の 方 法 

 

別 紙 ２ の と お り 。 
 

 
 

※備 考 

 

特定粉 じ ん の
処理又 は 飛 散 

の防止 の 方 法 

 

別 紙 ３ の と お り 。 

参 考 事 項 

 

 

備考 １ 特定粉じん発生施設の種類の欄には、大気汚染防止法施行令別表第２の２に掲げる項番号及び施設の名
称を記載すること。 

２ 参考事項の欄には、常時使用する従業員数を記載すること。 

３ ※印の欄には、記載しないこと。 

４ 変更届出の場合には、変更のある部分について、変更前及び変更後の内容を対照させること。 

５ 届出書及び別紙の様式の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とすること。 

 



別紙1 

特定粉じん発生施設の構造 
 
 

工 場 又 は 事 業 場 に

お け る 施 設 番 号 

  

名 称 及 び 型 式 
  

設 置 年 月 日 年 月 日 年 月 日 

着 手 予 定 年 月 日 年 月 日 年 月 日 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日 年 月 日 

規 

模 

原  動  機  の  定  格  出  力 

   （ｋＷ） 

  

処 理 能 力 （ ｔ ／ ｈ ）  
  

 

備考 １ 設置届出の場合には着手予定年月日及び使用開始予定年月日の欄に、使用届出の場合には設置年月日の欄に、
変更届出の場合には設置年月日、着手予定年月日及び使用開始予定年月日の欄に、それぞれ記載すること。 

２ 特定粉じん発生施設の構造概要図を添付すること。概要図は、主要寸法を記入し、日本工業規格Ａ４の大き
さに縮小したもの又は既存図面等を用いること。 



別紙2 

特定粉じん発生施設の使用の方法 
 

 工 場 又 は 事 業 場 に 
お け る 施 設 番 号 

  

 

 

使 用 

状 況 

 

使 

 

用
  

工 

 

程 
  

１ 日 の 使 用 時 間 及 び
月 使 用 日 数 等 

時～ 時 

時間／回 回／日 日／月 

時～ 時 

時間／回 回／日 日／月 

 

季 

 

節
  

変 

 

動 
  

 

 

 
 

原 材 料

 

種 
    

類 
  

各  原  材  料 の
 
使   用   割   合 

  

各原材料の通常の 

１ 日 の 使 用 量 

（ｔ／日） 

  

各原材料の通常の
月  間  使  用  量 

（ｔ／月） 

  

 

備考 原材料の欄は、工程別に記載すること。特定粉じんを含有する製品を原材料として使用する場合には、当該原
材料中の特定粉じんの割合を原材料の種類の欄に記載すること。 



別紙３   

特定粉じんの処理又は飛散の防止の方法 
 

特定粉じんを処理し、又は特定粉じ

んの飛散を防止するための施設の工

場 又  は事 業場に おける 施設 番号 

  

処 理 又 は 飛 散の 防 止 に係 る 特 

定 粉 じ ん 発 生施 設 の 工場 又 は 

事 業 場 に お け る 施 設 番 号 

  

特定粉じんを処理し、又は特 
定粉じんの飛散を防止する 
た め の 施 設 の 名 称 

  

設 置 年 月 日  年 月 日 年 月 日 

着 手 予 定 年 月 日  年 月 日 年 月 日 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日 年 月 日 

処 

理 

又 

は 

飛 

散 

の 

防 
止 

の 

方 

法 

集 

じ 

ん 
機 

集 じ ん 機 の 

種 類 ・ 型 式 

  

集じん機効率（％） 
  

集 じ ん 容 量 

（ｍ３／ ｍｉｎ） 

  

捕集粉じん取出方法 
  

捕集粉じん払落とし 

機 構 の 種 類 

  

送 

風 

機 

原  動  機  出  力  

（ｋ Ｗ ) 

  

送 風 量 

（ｍ３／ｍｉｎ） 

  

排  出  口  の  高  さ  

（   ｍ   ） 

  

排出口から敷地境界 

までの距離（ｍ）   

  

維  持  管  理  方  法  
  

散
水 

装 置 の 種 類 ・ 型 式    

散 水 の 方 法 
  

そ 

の 

他 

種 類 
  

方 法 
  

参 考 事 項 
  

備考 １ 設置届出の場合には着手予定年月日及び使用開始予定年月日の欄に、使用届出の場合には設置年月日の欄に、変更届出

の場合には設置年月日、着手予定年月日及び使用開始予定年月日の欄に、それぞれ記載すること。 

２ 集じん機の捕集粉じん取出方法の欄には、取出方法の人力又は動力の別、取出しの周期等を記載すること。 

３ 集じん機の捕集粉じん払落とし機構の種類の欄には、粉じん払落とし機構の自動式又は手動式の別を記載すること。 

４ 集じん機の維持管理方法の欄には、定期点検の実施頻度、ろ過集じん機のろ布の交換頻度等を記載すること。 

５ 散水の方法の欄には、散水量、散水時間、散水の実施頻度等を記載すること。 

６ その他の欄には、建屋開口部の密閉化、建屋等の清掃等の対策を記載すること。 

７ 参考事項の欄には、廃棄物として処理される特定粉じんの保管及び処分の方法等を記載すること。 

８  特定粉じんの処理又は特定粉じんの飛散の防止のための装置（フードを含む。）  の構造とその主要寸法を記入した概要

図を添付すること。 



参考事項（項目選定のものは、該当項目を○で囲むこと。） 

 

資 本 金 千円 従 業 員 数 人 

主 要 
 

製 品 
 

敷 地 面 積 

 

ｍ２ 

都 市 計 画 法 に 

よ る 用 途 地 域 

 
建 物 面 積 

 

ｍ２ 

担
部 

 

課 
当
係 

 
電 話 番 号 

市外  
 

（
  

） 

フ リ  ガ ナ  
 

フ リ ガ ナ  
   

担 当 者 公 害防止管 理者  

付近の見取り図 

 （ 案 内 図 ） 

下記のとおり・別添のとおり メ ッ シ ュ 番 号 
 

除 じ ん 方 法 
 

窒素酸化物対 策 
 

排煙脱硫の方 法 

（具 体 的 に） 

 

 

他 法 令 に よ る 

 

 

 

許 可 ・ 届 出 の 

 

 

 

状 況 （ 手 続 ） 

事 前  協 議  

不要・未了・完了 

 

 年
年 

月
月

 
日
日 

提 出 
許可・受理 （静岡県生活環境の 

保全等に関する条例） 

電 気 事 業 法 

 

不要・未了・完了 
 年

年 
月
月

 日
日 

提 出 
許可・受理 

  

不要・未了・完了 

 

 年
年 

月
月

 日
日 

提 出 
許可・受理 

  

不要・未了・完了 

 

 年
年 

月
月

 日
日 

提 出 
許可・受理 

環境マネジメントシ 
 

無・有 
 

審査登録 機関名： 
自社構築 

  

年 

 

月

  

日 

 

登録・構築 ステム導入の有無  

（自社構築を含む） 

 

 


